





































瀬, 1987, pp. 204─205）。そして憲法 9 条の規定は、これら国民の戦争三大経験を平和主義に






争の危険をもたらす危険がある」（長谷部, 2014, p. 68）としながら、実力全面放棄・軍備不
保持説に対し「いかにして国民の生命・財産等を保全するのかという課題について、明確
























と判断すべきであること、などである（山内, 1992, p. 270）。
一見相容れないように見える両説の対立だが、否定説も本文に欠缺がある場合の直接適
用を肯定することなどから、小林武は両説が「必ずしも氷炭相容れないものではない」
（芦部, 1992, p. 211）ことを前提に、問題が前文諸規定それぞれの具体性の有無にあるとする
（小林, 2006, p. 40）。平和的生存権の弁証は、平和的生存権自体に固有の具体的意味が帰属す
るかに関わるものとされる。
2─2　平和的生存権の具体性の検討
学説では、平和的生存権を「抽象的な原理の宣言」などとみて（芦部, 2011, p. 38）平和的
生存権の具体的権利性を否定する立場が強い（典型に、伊藤, 1990, p. 165）。他方、平和的生
存権の具体的権利性を積極的に肯定するものに山内説や深瀬説がある。山内敏弘は一切の
戦争放棄・一切の戦力不保持と理解された日本国憲法の平和概念を踏まえれば平和的生存







救済・実現されなければならない（小林, 2006, pp. 40─41）。この権利義務関係は、次のよう

























































た。こうした点には大きな意義が認められる（河上, 2015, p. 164）。
これに対し上告審判決（最高裁大法廷判決昭和 57 年 9 月 9 日民集 36 巻 9 号 1679 頁）は、福島
判決のように平和的生存権を肯定することはなかったが、同時に控訴審判決（札幌高裁昭和






る」（深瀬, 1987, p. 415）とする深瀬の指摘には注目しておく必要がある。
3─3　百里基地訴訟
百里基地訴訟は、自衛地基地建設用地買収を巡る民事事件である。第一審判決（水戸地
裁昭和 52 年 2 月 17 日判決判例時報 842 号 22 頁）は「統治行為」論により自衛隊そのものの憲
法適合性の判断を回避した。それに次ぐ控訴審判決（東京高裁昭和 56 年 7 月 7 日判決判例時報
1004 号 3 頁）は原審の結論は変えなかったが、第一審判決に比して「格段に慎重・厳密な








することが重要だという課題提起」（河上, 2015, p. 167）だったとも受け止められ、後に近年
の平和的生存権裁判の代表的判決となるイラク派遣訴訟名古屋高裁判決（名古屋高裁平成 20
年 4 月 17 日判決判例時報 2056 号 74 頁）の下地として引き継がれていく。











期に場所を変え複数提起されているが、ここではそのうち 2008 年 4 月 17 日に下された名
古屋高裁の判決（名古屋高裁平成 20 年 4 月 17 日判決判例時報 2056 号 74 頁）に着目しよう。
 「平和的生存権」論の到達点と展望 85
判決は、政府解釈を踏まえた憲法 9 条の意味として「自衛のための必要最小限の武力の
行使は許されること（昭和 55 年 12 月 5 日政府答弁書）、武力の行使とは、我が国の物的・人
的組織体による国際的な武力紛争の一環としての戦闘行為をいうこと（平成 3 年 9 月 27 日衆
議院 PKO 特別理事会提出の政府答弁）」を踏まえる。これに照らせば、当時イラクで行われて















正面から対抗し、判旨②③において前文・9 条・第 3 章を複合させて平和的生存権保障条
項をみる伝統的な学説（上述 2─5）に立脚し、裁判所に救済を求められる具体的権利性を
この権利に認めたことである。こうした成果の背景として、証人として出廷した小林武が






















ることなく、この権利自体をもって争い得る」とする（杉原, 1989, p. 154）。また浦部法穂
は、「『平和』の阻害それじたいを権利（人権）侵害と位置づけることによって、国による
『平和』阻害行為を排除しようとするのが、日本国憲法における『平和的生存権』の考え










への要請を正当化する」と述べて（長谷部, 2014, p. 68）、砂川事件最高裁判決に見られたよ
うな「逆立ちした平和的生存権論」に理解を示す。そこでは「いかなる個人、民族も、他
国を含めた周辺地域の平和を危うくしてまで軍備を全面放棄する権利は有していない」
（長谷部, 2014, p. 68）ことが示唆され、深瀬らの平和概念を想定しながら、軍備を全廃する
のが「善き生き方」であるとの主張に対し、「特定の『善き生き方』をすべての国民に強




















































































  1） なお、平和的生存権の憲法上の根拠については、前文説（山内, 1992, p. 270）、9 条説（星野, 1962, 
p. 5；浦部, 1991, p. 118）、13 条説（久田, 1976, p. 30）、前文・9 条・第 3 章複合説（小林, 2006, p. 55）
などに見解が分かれる。
  2） 例として、2016 年 4 月 26 日提訴の国家賠償請求訴訟〔平成 28 年（ワ）13525 号〕の被告答弁、安
保法制違憲訴訟の会ウェブサイト「国家賠償請求・被告答弁書」http://anpoiken.jp/wp-content/
uploads/2016/09/20160902_tobensho.pdf アクセス 2016/12/10。
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